
愛知県の新たな公会計制度（中間報告）のポイント 

◎ 愛知県では、平成２５年４月からの導入（平成 25 年４月から試行運用、平成 26 年４月から本格運用）に向け、複式簿記・発生主義による新たな公会計制度の検討を進めています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

■ 事業遂行の「責任と権限」の観点から、マネジメントに適した事業単位を新たに設定し、
財務諸表を活用したＰＤＣＡサイクルを確立します。 

マネジメント改革の目標 

○行財政の効率化と持続
可能な財政運営の実現 

マネジメントサイクル確立のための取組 

取組①：マネジメントに適した事業単位の新設 
 
 
 
取組②：業績測定を活用したマネジメントプロセスの構築 

▶ 行政評価過程、予算編成過程の見直し 

▶ 財務諸表、行政評価、予算編成に用いる共通の事業単
位として「管理事業」を新設 

■ 従来の数量管理を主目的とした資産管理のあり方を見直し、資産価額を始めとした資産情報
の適切な管理と、資産情報を有効に活用した資産マネジメントの実践に取り組みます。 

⑴ わかりやすい財務諸表 
 
 

⑵ 事業別財務諸表の作成 
 
 

 
 
⑶ マネジメントへの活用性を重視した固定資産計上ルール 

 
 
 

 

２ 愛知県の新たな公会計制度の特徴 

３ 新たな公会計制度を活用したマネジメント改革の取組 

■ より精緻で検証可能な財務諸表を迅速に作成するため、決算 
数値を期末に一括で変換するのではなく、日々の会計処理の段 
階から取引ごとに仕訳を記録する仕組み（日々仕訳方式）とします。 
 

■ 資産価額や建設仮勘定、減価償却費などの資産情報を管理す 
るための資産管理システムを整備し、資産管理の効率化や資産 
情報の活用性の向上を図ります。 

■ 現行の官庁会計では見えにくい資産や負
債の情報（ストック情報）や、減価償却費
などを含めたフルコスト情報を、より精緻
に把握し、分かりやすく開示することで、
行財政の信頼性・透明性を高め、住民や議
会に対する説明責任（アカウンタビリティ）
の充実を図ります。 

 

■ 財務諸表から得られる事業ごとのスト
ック情報・フルコスト情報を行政評価や
予算編成に活用し、ＰＤＣＡサイクル
（Plan－Do－Check－Action）を機能させ
る仕組みを確立することで、行財政の効
率化や持続可能な財政運営の実現を目指
します。 

 
① 議会における決算審査資料の充実 
② 財政状況に関する公表資料の充実  
③ 分析指標等を用いた客観的で分かりや

すい説明 

① ＰＤＣＡサイクルの確立 
② 行政評価過程の見直し  
③ 予算編成過程の見直し   
④ 資産マネジメントの実践 

１ 導入の目的 

⑴ アカウンタビリティの充実 ⑵ マネジメントへの活用

⑴ 財務諸表を活用したマネジメントサイクルの確立 ⑵ 資産情報を活用した資産マネジメントの実践 

財務諸表の構成
　・貸借対照表
　・行政コスト計算書
　・純資産変動計算書
　・キャッシュ・フロー計算書
　・附属明細表
　・注記　

▶ 企業会計の考え方を基本としたわかりやすい財務諸表とします。 

▶ 効率的・効果的に事業を遂行し、その結果についての説明責任を果 
たすためのツールとして、事業別財務諸表を作成します。 

作成単位 事業別、組織別（部局別）、会計別、普通会計、県全体、連結

▶ 資産マネジメントにおける資産情報の活用性を重視し、企業会計の考え方を参考とした固定
資産の計上基準を定め、日々の取引ごとに適切に資産計上を行います。 

有形固定資産の評価方法 原則として取得原価主義による

有形固定資産の計上範囲
県所有資産のほか、土地や施設の取得から維持
管理までを県が一体的に行う国有資産を計上

○類似施設とのコスト比較や経年
比較などによる維持管理費の効率
化・適正化

○施設の老朽化比率や修繕費比率
等の情報に基づく効率的・効果的
な予防保全策の実施

○減価償却累計額から将来の
更新需要見込額を把握し、施
設の更新時期を平準化

○ライフサイクルコストを見
据えた中長期計画の策定

○中長期的なフルコスト等を
見据えた施設利用の最適化に
向けた検討・調整

○売却・貸付の適地の掘り起こし

○県有地の有効利活用策の検討

施設管理の効率化・適正化

中長期的な施設計画

施設の利用最適化

県有地の有効利活用

「財務諸表」や
「資産管理シス
テム」から新た
に得られる情報

・施設管理のフルコス
ト（維持管理費）
・施設の修繕費や修
繕費比率
・減価償却累計額や
施設老朽化比率
・施設改修更新比率
・全ての資産（土地・
建物等）の価額情報
　　　　　　　　　　など

活用

活用

活用

活用

財務諸表を活用した行政評価の結果を予算にフィードバック

４ システムの整備 

・財務システム（改修） 
・予算編成支援システム（改修） 
・公有財産管理システム（改修） 
・建設行政情報システム（改修） 
・建設資産管理システム（新規開発） 

課室長

部局長

担当職員
（現場）

知事

財務諸表
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財務諸表を
活用した
「検証・

        評価」

財務諸表
（事業別）

行政評価
（事業別）

行政サービスの提供

（決算情報）（業績測定）

　

（予算編成）

行政活動
計画書

（事業別）

管理事業（約200事業）
ごとに作成・公表

行政評価
の結果を
反映した

「事業見直し」
「目標設定」
「予算編成」

（連結）

(県全体）

財務諸表
(普通会計)

財務諸表
（会計別）

トップ
マネジメント

組織
マネジメント

 県民・議会


